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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第46期

第３四半期
連結累計期間

第47期
第３四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自 平成29年３月１日
至 平成29年11月30日

自 平成30年３月１日
至 平成30年11月30日

自 平成29年３月１日
至 平成30年２月28日

売上高 (千円) 39,019,387 46,716,462 53,714,187

経常利益 (千円) 1,294,059 3,034,489 2,034,917

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 869,090 1,799,368 1,345,834

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,735,808 528,427 2,725,348

純資産額 (千円) 23,150,807 24,217,886 24,124,929

総資産額 (千円) 47,955,597 51,685,443 50,750,727

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 59.56 123.33 92.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 45.4 44.0 44.8
 

 

回次
第46期

第３四半期
連結会計期間

第47期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年９月１日
至 平成29年11月30日

自 平成30年９月１日
至 平成30年11月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 15.15 40.40
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、第１四半期連結会計期間より、株式会社ＣＳＰパーキングサポートを連結の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

(1)業務提携基本契約

契約会社名 相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

セントラル警備保

障㈱(当社)

東日本旅客鉄道㈱

 (ＪＲ東日本)

業務提携基本

契約書

当社との資本提携及びＪＲ東日本グ

ループに対する警備サービスの提供に

関する業務提携（対価：物件ごとの個

別警備契約書による）

平成９年12月18日

締結、以後１年ご

との自動更新
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 業績の状況

（経営成績）

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景に緩やかな回復基調にあ

りますが、海外経済の不確実性、金融市場の変動の影響などにより、先行きは不透明な状況で推移しておりま

す。

当警備業界におきましては、犯罪抑止やテロ警戒に伴う警備強化の動きなどを背景に、人的警備への要望は高

いものの、雇用環境の改善に伴う採用難、労働条件の改善による労務費の増加など、依然として厳しい経営環境

下に置かれております。

このような状況の中、当社グループは前連結会計年度からスタートした新中期経営計画「ＣＳＰパワフル

2020」の２年目にあって、画像関連サービスと鉄道会社向け警備サービスの拡販強化を図るとともに、最新の技

術をいち早く取り込み、お客さまの期待を超える「技術サービス企業」を目指して、事業を展開してまいりまし

た。

その結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は467億１千６百万円（前年同

期比19.7％増）となりました。利益面につきましては、営業利益28億７千１百万円（前年同期比144.8％増）、

経常利益30億３千４百万円（前年同期比134.5％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は17億９千９百万円

（前年同期比107％増）となり、売上、利益ともに対前年同期を上回る、過去最高の水準となりました。
 

セグメントごと及び業務別の業績は、次のとおりであります。

① セキュリティ事業

常駐警備部門につきましては、昨年末より開始した沖縄の海上警備及び鉄道関連向けの警備業務が好調だった

こともあり、当第３四半期連結累計期間の売上高は252億６千３百万円（前年同期比32.4％増）となりました。

機械警備部門につきましては、画像関連サービスなどの販売が好調に推移した結果、当第３四半期連結累計期

間の売上高は132億３千３百万円（前年同期比4.6％増）となりました。

運輸警備部門につきましては、売上金の集配金サービスなどの販売に尽力した結果、当第３四半期連結累計期

間の売上高は28億２千８百万円（前年同期比2.7％増）となりました。

工事・機器販売部門につきましては、画像関連のシステム販売などが堅調であったこともあり、当第３四半期

連結累計期間の売上高は41億１千万円（前年同期比21％増）となりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間のセキュリティ事業セグメントの売上高は454億３千５百万円（前

年同期比19.9％増）、セグメント利益（営業利益）は26億２千９百万円（前年同期比180.3％増）となりまし

た。
　

② ビル管理・不動産事業

ビル管理・不動産事業につきましては、清掃業務や電気設備の保安業務等の建物総合管理サービス及び不動産

賃貸を中心に事業を行っております。当第３四半期連結累計期間のビル管理・不動産事業セグメントの売上高は

12億８千万円（前年同期比13.3％増）、セグメント利益（営業利益）は２億４千万円（前年同期比3.1％増）と

なりました。
　

（財政状況）

当第３四半期連結累計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ９億３千４百万円増加し、516億８千５百

万円（前連結会計年度末比1.8％増）となりました。その主な内容は、未収警備料の増加10億５千６百万円、現

金及び預金の増加６億３千４百万円、貯蔵品の増加２億４千８百万円、立替金の増加１億８千１百万円、投資有

価証券の減少22億５千１百万円、受取手形及び売掛金の減少２億１千２百万円などであります。

負債は、前連結会計年度末に比べ８億４千１百万円増加し、274億６千７百万円（同3.2％増）となりました。

その主な内容は、賞与引当金の増加10億６千４百万円、未払法人税等の増加４億５千２百万円、買掛金の増加２

億２千８百万円、長期借入金の増加１億８千９百万円、社債の増加１億円、短期借入金の減少５億２千５百万円

などであります。

純資産は、利益剰余金の増加13億２千２百万円、その他有価証券評価差額金の減少13億２千７百万円などによ

り、前連結会計年度末に比べ９千２百万円増加し、242億１千７百万円（同0.4％増）となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間において、当社グループにおける研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4) 生産、受注及び販売の状況

（生産実績）

当社グループは生産活動を行っておりませんが、当第３四半期連結会計期間末日現在実施中のセグメントごとの

契約件数は、次のとおりであります。なお、当第３四半期連結累計期間において、契約件数の著しい増減はありま

せん。

 

セグメント名称及び業務別名称 契約件数(件) 前年同四半期比(％)

(セキュリティ事業)   

常駐警備  869  102.4

機械警備  127,970  110.8

運輸警備  3,885  118.3

小計  132,724  110.9

(ビル管理・不動産事業)  6,370  110.2

合計  139,094  110.9
 

　

（販売実績）

当第３四半期連結累計期間におけるセグメントごとの販売実績は、次のとおりであります。なお、当第３四半期

連結累計期間において、販売実績の著しい増減はありません。

 

セグメント名称及び業務別名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

(セキュリティ事業)   

常駐警備  25,263,367  132.4

機械警備  13,233,227  104.6

運輸警備  2,828,202  102.7

工事・機器販売  4,110,703 121.0

小計  45,435,501  119.9

(ビル管理・不動産事業)  1,280,960  113.3

合計  46,716,462  119.7
 

　　(注) １　上記金額には消費税等を含んでおりません。

　　２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

東日本旅客鉄道㈱ 4,175,601 10.7  7,783,797  16.7
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年11月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成31年１月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,816,692 14,816,692
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 14,816,692 14,816,692 ― ―

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年９月１日～
平成30年11月30日

― 14,816,692 ― 2,924,000 ― 2,781,500

 

 

EDINET提出書類

セントラル警備保障株式会社(E04799)

四半期報告書

 6/18



 

(6) 【大株主の状況】

　　　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    平成30年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式  226,500

完全議決権株式(その他) 普通株式  14,568,600  145,686 ―

単元未満株式 普通株式  21,592 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  14,816,692 ― ―

総株主の議決権 ―  145,686 ―
 

(注) １　「単元未満株式」には当社所有の自己株式71株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株(議決権21個)、「単元未満株式

数」には、同名義の株式が71株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
セントラル警備保障㈱

東京都新宿区西新宿
二丁目４番１号
新宿NSビル

 226,500 ―  226,500  1.5

計 ―  226,500 ―  226,500  1.5
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２ 【役員の状況】

(1) 役職の異動

 

新 旧 氏名 異動年月日

代表取締役 執行役員社長
代表取締役 執行役員社長
兼 事業戦略推進本部 本部長

 澤本　尚志  平成30年９月１日

取締役 専務執行役員
営業本部 本部長
兼　沖縄営業担当

取締役 専務執行役員
営業本部 本部長
兼　事業戦略推進本部 副本部長
兼　沖縄営業担当

 小久保　正明  平成30年９月１日

取締役 常務執行役員
警務本部 本部長

取締役 常務執行役員
警務本部 本部長
兼　事業戦略推進本部 副本部長

 小俣　力男 平成30年９月１日

取締役 常務執行役員
管理本部 副本部長
兼　総務部長
兼　法務審査部長
兼　業務改革室 副室長
兼　監査部担当

取締役 常務執行役員
管理本部 副本部長
兼　総務部長
兼　法務審査部長
兼　監査部担当

堀場　敬史 平成30年９月１日

取締役 常務執行役員
管理本部 本部長
兼　情報システム部長
兼　業務改革室 室長

取締役 常務執行役員
管理本部 本部長
兼　事業戦略推進本部 副本部長
兼　情報システム部長

菅野　秀一 平成30年９月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年９月１日から平成

30年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年３月１日から平成30年11月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成30年２月28日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,208,936 9,842,970

  受取手形及び売掛金 1,326,422 1,113,824

  未収警備料 5,892,218 6,948,758

  立替金 2,727,730 2,909,462

  貯蔵品 874,544 1,123,118

  その他 2,732,753 3,403,167

  貸倒引当金 △13,383 △14,981

  流動資産合計 22,749,221 25,326,319

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 8,643,502 9,115,815

    減価償却累計額 △4,750,856 △4,946,969

    建物及び構築物（純額） 3,892,646 4,168,846

   警報機器及び運搬具 15,075,079 15,777,407

    減価償却累計額 △11,867,540 △12,165,699

    警報機器及び運搬具（純額） 3,207,538 3,611,707

   土地 3,662,389 3,903,202

   その他 4,070,139 4,145,966

    減価償却累計額 △1,844,789 △2,136,705

    その他（純額） 2,225,349 2,009,260

   有形固定資産合計 12,987,924 13,693,016

  無形固定資産 1,118,511 1,065,507

  投資その他の資産   

   投資有価証券 12,171,859 9,920,038

   その他 1,763,309 1,720,660

   貸倒引当金 △40,099 △40,099

   投資その他の資産合計 13,895,069 11,600,600

  固定資産合計 28,001,505 26,359,124

 資産合計 50,750,727 51,685,443
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成30年２月28日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年11月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,813,854 2,041,991

  短期借入金 2,637,028 2,111,046

  1年内償還予定の社債 52,500 -

  未払法人税等 599,270 1,051,993

  前受警備料 277,233 282,740

  預り金 6,130,385 6,096,142

  賞与引当金 1,011,320 2,075,949

  役員賞与引当金 72,220 33,924

  資産除去債務 2,156 -

  その他 4,396,786 4,723,250

  流動負債合計 16,992,755 18,417,039

 固定負債   

  社債 100,000 200,000

  長期借入金 2,876,322 3,065,435

  退職給付に係る負債 279,504 271,484

  資産除去債務 227,229 226,929

  その他 6,149,986 5,286,668

  固定負債合計 9,633,042 9,050,517

 負債合計 26,625,797 27,467,557

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,924,000 2,924,000

  資本剰余金 2,836,326 2,849,498

  利益剰余金 13,027,047 14,349,432

  自己株式 △206,598 △207,887

  株主資本合計 18,580,775 19,915,043

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,983,859 2,656,057

  繰延ヘッジ損益 △385 △155

  退職給付に係る調整累計額 172,411 145,809

  その他の包括利益累計額合計 4,155,884 2,801,711

 非支配株主持分 1,388,269 1,501,130

 純資産合計 24,124,929 24,217,886

負債純資産合計 50,750,727 51,685,443
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
　至 平成30年11月30日)

売上高 39,019,387 46,716,462

売上原価 31,362,877 37,091,468

売上総利益 7,656,510 9,624,994

販売費及び一般管理費   

 給料及び手当 2,581,756 2,668,721

 賞与引当金繰入額 393,008 509,134

 役員賞与引当金繰入額 34,171 32,341

 退職給付費用 54,988 51,801

 その他 3,419,316 3,491,197

 販売費及び一般管理費合計 6,483,241 6,753,196

営業利益 1,173,268 2,871,798

営業外収益   

 受取利息 413 326

 受取配当金 130,752 158,531

 受取保険料 44,167 68,179

 その他 47,749 61,213

 営業外収益合計 223,083 288,250

営業外費用   

 支払利息 94,196 99,112

 その他 8,095 26,446

 営業外費用合計 102,291 125,559

経常利益 1,294,059 3,034,489

特別利益   

 固定資産売却益 - 20

 投資有価証券売却益 195,335 -

 特別利益合計 195,335 20

特別損失   

 固定資産除売却損 3,912 4,539

 関係会社清算損 - 99,288

 特別損失合計 3,912 103,827

税金等調整前四半期純利益 1,485,483 2,930,682

法人税、住民税及び事業税 713,532 1,360,192

法人税等調整額 △188,956 △315,902

法人税等合計 524,575 1,044,289

四半期純利益 960,907 1,886,393

非支配株主に帰属する四半期純利益 91,816 87,024

親会社株主に帰属する四半期純利益 869,090 1,799,368
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
　至 平成30年11月30日)

四半期純利益 960,907 1,886,393

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 771,780 △1,331,736

 繰延ヘッジ損益 533 322

 退職給付に係る調整額 2,587 △26,551

 その他の包括利益合計 774,901 △1,357,965

四半期包括利益 1,735,808 528,427

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,640,768 445,195

 非支配株主に係る四半期包括利益 95,040 83,231
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、重要性が増した株式会社ＣＳＰパーキングサポートを連結の範囲に含めており

ます。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
至 平成30年11月30日)

減価償却費 1,320,761 千円 1,409,807 千円

のれんの償却額 120,731 千円 96,019 千円
 

　

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年11月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月25日
定時株主総会

普通株式 233,458 16.00 平成29年２月28日 平成29年５月26日 利益剰余金

平成29年10月12日
取締役会

普通株式 204,272 14.00 平成29年８月31日 平成29年10月30日 利益剰余金
 

(注) 平成29年５月25日定時株主総会決議の１株当たり配当額には特別配当２円が含まれております。
　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成30年３月１日 至 平成30年11月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月24日
定時株主総会

普通株式 233,447 16.00 平成30年２月28日 平成30年５月25日 利益剰余金

平成30年９月25日
取締役会

普通株式 262,622 18.00 平成30年８月31日 平成30年10月29日 利益剰余金
 

　 (注) 平成30年５月24日定時株主総会決議の１株当たり配当額には特別配当２円が含まれております。
 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年11月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額

(注２)
セキュリティ

事業
ビル管理・
不動産事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 37,888,504 1,130,883 39,019,387 ― 39,019,387

 セグメント間の内部売上高又は振替高 6,023 293,887 299,911 △299,911 ―

計 37,894,528 1,424,770 39,319,298 △299,911 39,019,387

セグメント利益 938,122 232,984 1,171,106 2,161 1,173,268
 

(注) １．調整額はセグメント間取引消去、および未実現利益の消去によるものです。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成30年３月１日 至 平成30年11月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額

(注２)
セキュリティ

事業
ビル管理・
不動産事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 45,435,501 1,280,960 46,716,462 ― 46,716,462

 セグメント間の内部売上高又は振替高 11,336 404,113 415,450 △415,450 ―

計 45,446,838 1,685,074 47,131,912 △415,450 46,716,462

セグメント利益 2,629,492 240,268 2,869,760 2,037 2,871,798
 

(注) １．調整額はセグメント間取引消去、および未実現利益の消去によるものです。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年３月１日
至 平成30年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額 59円56銭 123円33銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 869,090  1,799,368

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

869,090 1,799,368

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,590 14,590
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第47期(平成30年３月１日から平成31年２月28日まで)中間配当については、平成30年９月25日開催の取締役会にお

いて、平成30年８月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                             　262,622千円

② １株当たりの金額                               18.00円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成30年10月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成３１年１月９日
 

セントラル警備保障株式会社

取　締　役　会　御　中
 

 

有限責任監査法人トーマツ  
 

　

指定有限責任社員  
公認会計士　　大　中　　 康　宏　　㊞

業 務 執 行 社 員  
 

　

指定有限責任社員  
公認会計士　　山　田　　 知　輝　　㊞

業 務 執 行 社 員  
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセントラル警備

保障株式会社の平成30年３月１日から平成31年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年９月１

日から平成30年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年３月１日から平成30年11月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セントラル警備保障株式会社及び連結子会社の平成30年11月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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